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エグゼクティブサマリ

FY2025
1Q業績 四半期売上で過去最高を更新、前年同期比４倍以上の増益で順調なスタート

FY2025 １Q 業績 （※会社合併による業績加算有り）

売上高 営業利益 当期純利益

1,410

（単位：百万円）

YoY＋45.7％

319
YoY＋329.4％

173
YoY＋304.3％

YoY 約 4.3 倍 YoY 約 4.1 倍

ストック売上が順調に増加

売上を大きく占める月額課金によるス
トック売上が順調に増加。YoY＋45.6％。

FY2025 1Q
ストック売上 1,110 百万円

（前期：762 百万円）

解約率が低位安定

全国30拠点を活かした顧客支援及びカスタ
マーサクセスにより安定的な解約率を継続。

FY2025
１Q 解約率 ０.６％

（前期 年間平均月次解約率：０.５％）

※解約率とは月次解約率の平均を指しており、月次解約率とは既存契約の月額課金額に占める、解約
に伴い減少した月額金額の割合を指します。

四半期として過去最高

実績/計画

28.2％

実績/計画

31.9％

通期業績計画に対する

１Q進捗率

売上高 営業利益 当期純利益

実績/計画

27.7％

1,410
319

173

5,000

1,000

624

（単位：百万円）

（24.5％） （25.3％）

1Qオーガニック業績

会社合併による業績加算

1,228 253

182 66

内訳

※（ ）内はオーガニック業績の進捗率を記載。

※当期純利益は会計処理上内
訳での記載が難しいため表示
しておりません。

オーガニック業績において
も順調な進捗
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エグゼクティブサマリ

会社合併による業績加算を除いたオーガニック実績も順調にスタート

（単位：百万円）

182 1,228 

968 1,061 1,040 1,367 

FY2025

当期

FY2024

（前期）

グラフ タイトル

■売上182百万円、営業利益103百万円を１Q業績に加算

1,410（YoY＋45.7%）

当社の6月決算に対して株式会社リアルネットプロが3月決算であったため、2024年7月からの会社合併に合わせ

て株式会社リアルネットプロの3ヶ月分（2024年4月～6月）の業績を１Ｑに加算。※２Ｑ以降は発生しません。

（YoY＋26.7％）

66 253 

74 186 133 316 

FY2025

当期

FY2024

（前期）

4,436

5,000

1,000

709

売上高

営業利益

319（YoY＋329.4％）

１Q ２Q ３Q ４Q

１Q ２Q ３Q ４Q

業績加算分

（YoY＋241.5％）
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2025年６月期第１四半期業績ハイライト
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仲介ソリューション：不動産仲介業に対して提供する仲介業務支援サービス群による売上

管理ソリューション：賃貸管理業に対して提供する管理業務支援サービス群による売上

四半期売上高として過去最

高を更新。売上増加及び原

価・販管費コントロールに

より営業利益は大きく回復。

YoYで４.３倍の増益。

FY2024
１Q 実績

FY2025
１Q 実績

前年同期比
通期
計画

概況

売上高 968 1,410 ＋45.7％ 5,000
四半期売上高として過去最高を
更新。

仲介ソリューション 385 647 ＋68.1％ -

3ヶ月分の業績加算は全て仲介
ソリューションへ。クロスセル
及び業者間物件流通サービス
「リアプロ」の拡販により増加。

管理ソリューション 572 749 ＋30.8% -
賃貸革命の新規及び既存顧客へ
のアップセル。ストック売上も
積み上がり増加。

売上総利益 626 1,015 +62.1％ -
売上増加＋原価コントロールに
より売上総利益額の増加。順調
に推移。

売上高総利益率 64.7％ 72.0% +7.3pt -

営業利益 74 319 +329.4％ 1,000
売上増加＋販管費コントロール
により順調に推移。前年を大き
く上回る。

営業利益率 7.7％ 22.6% +14.9pt 20.0％

EBITDA 161 435 +169.2% -

EBITDAマージン 16.6% 30.9％ +14.3pt -

経常利益 73 306 +315.9％ 1,002

親会社株主に帰属す
る当期期純利益 42 173 +304.3％ 624

(百万円)

第１四半期
業績ハイライト

■ 2025年６月期 第１四半期 業績ハイライト
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仲介ソリューション：不動産仲介業に対して提供する仲介業務支援サービス群による売上

管理ソリューション：賃貸管理業に対して提供する管理業務支援サービス群による売上

FY 2024 実績 FY 2025 実績

1Q ２Q ３Q ４Q 1Q ２Q ３Q ４Q

売上高 968 1,061 1,040 1,367 1,410

仲介ソリューション 385 404 410 451 647

管理ソリューション 572 646 619 903 749

営業利益 74 186 133 316 319

営業利益率 7.7％ 17.5％ 12.9％ 23.1％ 22.6％

経常利益 73 189 133 345 306

親会社株主に帰属す
る当期純利益

42 123 77 186 173

(百万円)

業績_四半期推移

売上・営業利益ともに前期

水準を上回り、営業利益率

も２０％台を維持。

案件の平準化により１Qでの

売上は堅調に推移。原価・

費用コントロールにより利

益も増加。

■ 通期 業績ハイライト | 四半期推移
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各KPIの推移

658 687 709 721 762 792 822
881

1,110 

195
235 247

316 206
268 218

486

300

853 
922 

956 

1,037 
968 

1,061 1,040 

1,367 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

１Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q 1Q

FY2023 FY2024 FY2025

ストック イニシャル

＋45.7％

前年同期比

イニシャル
（前年同期比）

＋45.6％

＋45.6％

（百万円）

■ストック・イニシャル売上の推移

ストック
（前年同期比）

104,596 108,205 112,762 113,645 
126,888 132,739 139,684 

157,344 
161,577 

117,250 
125,237 125,022 125,967 

127,327 
132,492 

133,838 

138,840 
147,019 221,847 

233,443 237,785 
239,612 

254,215 
265,231 

273,522 

296,184 

308,596 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

１Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

管理ソリューション 仲介ソリューション

FY2023

※ＭＲＲ・・・Monthly Recurring Revenueの略称で、月ご
とに繰り返し得られる収益（月間経常収益）。

（千円）

＋15.4%

仲介ソリューション
(前年同期比)

＋27.3%

＋21.3％

前年同期比

■ MRR推移

FY2024

管理ソリューション
(前年同期比)

会社合併による3ヶ月分の業績加算は、ほぼ

ストック売上へ。YoYで順調に増加。

仲介・管理ソリューションともに増加、YoY＋21.3％。

会社合併による業績加算は仲介ソリューションへ。

1,410

FY2025



Copyright ©2024, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

9

１Q解約率： 0.６％（前期平均実績：0.5％）

0.4% 0.3%

1.2%

0.6%
0.4% 0.4%

0.6% 0.5% 0.6%

FY2023

４Q３Q２Q１Q

注：FY2024 ３Qの解約率上昇は2023年1月の特定ユーザー１社への専用サービス提

供終了に伴い月次解約率が一時的に上昇。以降は通常の水準に回帰。

低い解約率の維持

FY2024

※月次解約率：既存契約の月額課金額に占める、解約に伴い減少した月額金額の割合

各KPIの推移

※人員数は正社員数を表示

■解約率の推移（平均月次解約率）

４Q３Q２Q１Q １Q

※注

■従業員数の推移（正社員のみ）

FY2025

91 95 97 99 102 102 100 99 94

69 71 69 73 72 70 71 74 70

37
41 44 45 44 43 42 41 45

107
105 97 90 76 74 72 75 74

304 312 307 307
294

289 285 289 283

0

50

100

150

200

250

300

350

1Q 2Q 3Q ４Q １Q 2Q 3Q 4Q １Q

FY2023 FY2024 FY2025

その他 開発部 営業部（SA） 営業部（営業）

FY2025
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売上原価・販管費推移

372 384
418

584
552

509

561
534 552

524
546

575

658

50.0%
50.3%

60.8%

68.2%
64.7%

55.2%

58.7%
51.5%

57.0%
49.4% 52.5%

42.0%

46.6%

-90.0%

-70.0%

-50.0%

-30.0%

-10.0%

10.0%

30.0%

50.0%

70.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

販管費 販管費率

販管費売上原価

194 189 187
220

256

330 344 351 341 351 360

477

395

26.2%

24.8%

27.3%

25.7%

30.0%

35.9%
36.0%

33.9%

35.3%

33.1% 34.6%

34.8%

28.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

売上原価 売上原価率

（百万円） （百万円）

給与改定による人件費増と、株式会社リアルネットプロの会社
合併に伴う償却費による一時的な増加等（約７千万円）

横ばい水準を維持。（前期４Ｑは決算に伴うソフトウェア償
却により約６千万円が一時的な原価増）
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営業利益増減要因

営業利益 319 百万円

売上増加及び投資一巡によ

り増益、今後も高い利益率

への回帰を図る。

YoY ＋329.4 ％

■ 営業利益増減要因（YoY）

（ 4.3倍）

329

(百万円)

 

   

   

   

   

   

   

+262

+177 +3 +144

+53

74

319

前年同期比 ＋245 百万円

(百万円)

営業利益率 22.6 %

FY2024

1Q実績

FY2025

1Q実績

仲介ｿﾘｭｰｼｮﾝ
売上

管理ｿﾘｭｰｼｮﾝ
売上

その他
売上

販管費及び
一般管理費

売上原価

■オーガニックな成長+
旧リアプロ社3ヶ月連結
により増加

■ オーガニック成
長により増加

■人件費増、会社合併に伴う
償却費による増加

■人件費増、減価償却等によ
る増加
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（事業所）

※１：FY2023期初の既存事業所数の増加について

FY2022の期末時点の20,286事業者に経営統合したリアプロ仲介（無償）の既存顧客である17,157事業所

（不動産BBとの重複を除く）をアドオンしております。

10,662 12,526 
15,025 16,644 

37,443 

43,017 

49,199 

1,864 
2,499 

1,619 

3,642 

5,574 

6,182 

2,455 

12,526 
15,025 

16,644 

20,286 

43,017 

49,199 

51,654 

FY 2019 FY 2020 FY 2021 FY 2022 FY 2023 FY 2024 FY2025 1Q

実績

※１

１Q実績

（事業所）

※１：FY2023期初の既存事業所数の増加について

FY2022の期末時点の4,186事業者に経営統合したリアプロ管理（有償）の既存顧客である

1,147事業所（当社有償顧客との重複を除く）をアドオンしております。

※１

4,012 

5,333 
5,850 

6,320 

174 

517 

470
229

4,186 

5,850 
6,320 6,549 

FY 2022 FY 2023 FY 2024 FY 2025 1Q実績

有償サービス群（抜粋）

１Q実績

利用顧客数の推移

月額有償サービスの利用顧客数（全プロダクト）業者間物件流通サービス（無償）の顧客数推移

無償サービス

※会社合併に伴う
3ヶ月分の加算有り。
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電子入居申込サービス・電子契約サービスの導入事業者数

3
30

119

208
259

312
340

412
459

477

559
576

0

100

200

300

400

500

600

700

2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q ３Q 4Q 1Q

FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

有償
無償

■電子契約サービス導入事業者数の推移（累計）

1,835 
1,968 

2,326 
2,467 2,555 2,630 2,680 2,728 2,794 2,874 2,932 3,017 

3,089 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

１Q 2Q 3Q 4Q １Q ２Q 3Q 4Q １Q ２Q ３Q 4Q 1Q

FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

■電子入居申込サービス導入事業所数の推移（累計）

不動産取引のDX化、電子契約・電子入居申込の普及に向けて啓蒙活動を推進し、堅調に推移。

「電子入居申込」は契約前のステップであ

る入居申込のやり取りをオンラインで完結

できる賃貸管理会社向け機能です。 手書き

の申込書やFAX・電話でのやり取りは不要

となり、業務の生産性向上に繋がります。

2022年５月法改正

2022年5月の宅建業法改正により、完全オ

ンラインでの契約業務が可能となりました。

電子契約サービスでは、これまで対面や郵

送で行なっていた賃貸借契約が簡単・安全

にオンラインで対応できます。

（事業所）（事業所）
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不動産BB＋リアプロ

日本最大級の業者間物件流通サービスに向けてサービスの統合（一本化）を進める。現在開発

中であり、不動産BB利用顧客に対しては統合後には有償サービスとして展開予定。

無償 有償

日本最大級の業者間物件流通サービスへ

業者間物件流通サービス
サービス統合

新統合サービス
「リアプロBB」

統合版「リアプロＢＢ」 今秋リリース予定を来春（２０２５年春）に変更

有償

※物件掲載事業者への有償化を想定。閲

覧事業者についてはこれまで通り無償で

の利用を想定しております。

利用事業者数

4万9,199 事業者

流通物件数（戸数）

約 38 万件

統合後のサービス規模
※イメージ

※顧客数合算値且つ、すべての顧

客が新サービスに移行した場合を

記載。（重複除く）

※2024年６月時点

※2024年５月時点

サービス品質向上に向けた開発工数の延長と顧客繁忙期（12月～3月）での提供開始を避けるため、リリース日を来春に変更。
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• 市場の見える化、スケルトン化

• マーケティング施策のPDCA

• 各工程の生産性向上

• 仲介領域でのプロダクト拡販と顧客基盤作り

リード獲得
ナーチャリング

インサイドセールス フィールドセールス カスタマーサクセス

営業人員の生産性向上に向けたセールスフォースオートメーション
強化と高速PDCAを継続

すべての情報の数値化とボトルネックの特定により、高速PDCAを回す。

営業体制の生産性向上・成約率向上
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新中期経営計画（FY2025-FY2027）



Copyright ©2024, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

17

仲介ソリューション事業
リアプロ事業

不動産仲介会社の直接的な
売上・利益に貢献

管理ソリューション事業

賃貸管理会社のコスト削減
オーナーの資産価値最大化に貢献

仲介会社入居希望者
入居者 オーナー

仲介・管理２つのソリューション事業でシェア拡大を図る。

不動産DX 不動産DX
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2022年6月期～2024年6月期 2025年6月期～2027年6月期

成長推進期 成長拡大期成長投資期

• 営業人員体制強化

• 拠点増設

• 商品開発への投資

• リアルネットプロ社との経営統合

• リアプロBBリリース

• 賃貸革命10の後継版リリース

• エンハンス強化

• 事業の染み出し（先行投資）

（31期～33期）

• 既存事業の染み出し

• データ活用

• 空室対策

• オーナー資産価値の最大化

（28期～30期）

2028年6月期～2030年6月期

（34期～36期）

新中期経営計画（FY2025-FY2027）
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FY2025 FY2026 FY2027

計画 YoY 計画 YoY 計画 YoY

売上高 5,000 ＋12.7％ 6,000 ＋20.0％ 7,500 ＋25.0％

営業利益 1,000 ＋41.0％ 1,300 ＋30.0％ 2,000 ＋53.8％

利益率 20.0％ - 21.6％ - 26.6％ -

(百万円)

業績計画（FY2025 – FY2027）

売上高・営業利益率の向上を重視し、売上・シェア拡大を図る。

2,617 

3,053 

3,770 

4,436 

5,000 

6,000 

7,500 

FY2021

実績

FY2022

実績

FY2023

実績

FY2024

実績

FY2025

計画

FY2026

計画

FY2027

計画

(百万円)
1.69倍

1.70倍

FY2025 – FY2027
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外部環境と内部環境の整理

外部環境

内部環境

不動産ＤＸ市場：法改正によるデジタル化への需要増

不動産労働環境：高齢化と慢性的な労働人口不足が継続

不動産事業者数：毎年約６千事業者の新規参入によるＩＴ投資需要増

商品・サービス：仲介の核となる「リアプロBB」が来春リリース

営業生産性 ：顧客の細分化と体制強化により営業生産性が向上

低い解約率 ：連続増収ながら、0.5％の低い解約率を維持
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ストック売上比率の増加で継続的な売上伸長を図る

（百万円）

■イニシャル・ストック売上の推移

・イニシャル売上:販売時に一括で売上計上するソフトウェアの導入費用・導入ライセンス

・ストック売上:保守・利用期間にわたって売上計上するライセンス料・サービスの利用料

924 917 1,071 995 1,179 1,000 1,000 1,000 

1,451 1,700 
1,982 

2,775 
3,257 4,000 

5,000 

6,500 

2,375 
2,617 

3,053 

3,770 

4,436 

5,000 

6,000 

7,500 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

計画

FY2026

計画

FY2027

計画

イニシャル ストック

ストック売上比率

ストック売上比率

ストック売上比率

64.9％

73.4％

86.6％
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市場別成長テーマ

不動産仲介会社向け

Brokerage solutions

賃貸管理会社向け

Property management solutions

仲介市場のシェア拡大 賃貸管理市場のシェア拡大及び深化

データを活用した新規事業

マーケットが大きい仲介市場ではシェア拡大に注力 市場シェアに強みを持つ賃貸管理市場では
シェア拡大とサービスの深化で顧客単価増を図る。

仲介・管理市場で得たデータを活用し新たな事業を展開。

業者間物件共有・物件仕入 集客・追客 契約 賃貸管理 入居者･オーナー管理 経営分析

現在のシェア
（有償サービス利用顧客数）

TAM SAM

※TAM：獲得可能な最大市場規模

※SAM：顧客としてアプローチできるターゲット層

TAMSAM

データベース
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不動産BB＋リアプロ

国内最大級の業者間物件流通サービ

スに向けて商品の統合（一本化）予

定。現在開発中、現不動産BBは統

合後には有償サービスとして展開。

業者間物件流通サービス

不動産仲介会社向け

Brokerage solutions

仲介市場のシェア拡大

マーケットが大きい仲介市場ではシェア拡大に注力

業者間物件共有・物件仕入 集客・追客 契約

サービス統合による加速

無償 有償

有償

来春リリース予定

国内最大級の
サービスへ

CRM|顧客管理

不動産BBとリアプロ統合により
関連サービスによる仲介市場獲得のスピードを加速

TAM SAM

無償サービス利用顧客
４万９千事業者

IT重説

※2024年6月期末時点
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不動産仲介会社向け賃貸管理会社向け

Property management solutions

賃貸管理 入居者･オーナー管理 経営分析

高いシェアを活かしたサービス展開

■賃貸管理市場での優位性

創業来、主力サービスである賃貸

革命は高いシェアを誇り、バージョ

ンアップやオプション販売による再

販売上も大きい。本体及び関連サー

ビスによる顧客単価増を図る。

■ AI査定を搭載した空室対策ロボ

データ量の優位性を活かしたAI活

用により2023年8月には管理会社向

け空室対策ロボを販売開始。新技術

活用によりサービスの付加価値を高

める。

優位性の高い管理市場

では新たな価値提供に

よる顧客単価増を図る。

既存事業の深化

後継モデル

後継モデル

開発中

バージョンアップやさらなる付加価値の提供で
顧客単価の向上を図る。

TAMSAM
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顧客の細分化とエリア戦略及び、一気通貫サービスで顧客を結ぶ

全国３０拠点

商品拡充と新たなソリューション展開を図る

仲介と管理を結ぶ一気通貫のサービスラインアップで国内シェア拡大を図る

顧客の細分化 エリア戦略 仲介と管理を結ぶ

リアプロBB
浸透度

アップセル
クロスセル

中堅

中小

大手

仲介 管理

中堅

中小

大手

セールスコンサルタント

基本戦略
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達成に向けた重要指標

（百万円）

■イニシャル・ストック売上計画

113,645 
157,344 177,344 

201,344 221,344 

125,967 

138,840 

178,262 

278,262 

378,262 

239,612 

296,184 

355,606 

479,606 

599,606 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

FY2023

実績

FY2024

実績

FY2025

計画

FY2026

計画

FY2027

計画

管理ソリューション 仲介ソリューション 計

（千円）

＋20.1％

＋34.9％

＋25.0％

＋28.4％

＋56.1％

＋13.5％
＋12.7％

＋9.9％

＋35.9％

＋23.6％

＋10.2％

＋38.5％

■期末MRRの計画

995 1,179 1,000 1,000 1,000 

2775

3,257 
4,000 

5,000 

6,500 3,770 

4,436 

5,000 

6,000 

7,500 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

FY2023

実績

FY2024

実績

FY2025

計画

FY2026

計画

FY2027

計画

イニシャル ストック

※ＭＲＲ・・・Monthly Recurring Revenueの略称で、月ごとに繰
り返し得ら れる収益のこと。 月間経常収益のことである。

■解約率

0.6%

0.5% 0.5% 0.5% 0.5%

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

0.8%

0.9%

1.0%

FY2023

実績

FY2024

実績

FY2025

計画

FY2026

計画

FY2027

計画

イニシャルは横ばい成長、ストック売上を伸

ばし成長拡大を図る。

課金の積上げが重要。リアプロBBを主軸と

した仲介ソリューションを積極的に推進。

業績は伸ばしつつ、低い解約率を維持。

顧客の稼働支援に注力。

＋25.0％

＋20.0％

＋12.7％

＋30.0％

＋25.0％

＋22.8％

＋17.6％

＋17.3％
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■中長期での成長を視野に

管理市場、仲介市場でのシェア拡

大を進めつつ、第三の矢としてデー

タを活用した新規事業への投資を継

続。

■ 独自性の高い不動産関連データ

一般的なWEB上の募集データでは

なく、当社は賃貸管理会社が持つリ

アルな管理データを保持。一気通貫

のプロダクトで得た独自性の高い

データを活用し新規事業での成長を

図る。

独自性の高い不動産関

連データを活用した新

規事業への投資を継続。

データ活用による新規事業

Fintech・金融

経営コンサルティング

データ基盤提供

オーナー業務支援

B2C領域進出

BPO・BPaaS

査定・価格可視化

業者間物件共
有・物件仕入

集客・追客 契約 賃貸管理
入居者･オー

ナー管理
経営分析

一気通貫のプロダクトラインナップで得られた

独自性の高い不動産データ

データベース
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Appendix
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関わる全ての人をＨＡＰＰＹに

Mission

V i s i o n

テクノロジーで不動産領域に
革新的プラットフォームを創造する

～ 不動産取引でたくさんの笑顔がうまれる社会の実現を目指して ～

Appendix
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不動産領域におけるプラットフォーム実現に向けて

不動産取引とは「お客様の夢を、最適な物件というかたちにすることで笑顔と感謝

がうまれる」そんな場であると私たちは考えます。不動産事業者様の「お客様の夢

をかたちにしたい、喜んでもらいたい」という純粋な思いを、最新のテクノロジー

で、より快適になったプラットフォームにより実現し、たくさんの笑顔がうまれる

社会をつくります。

私たちの想い

代表取締役 会長

「夢をかたちにして、たくさんの笑顔をつくるプラットフォーム」

Appendix
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成長促進に向けた戦略と執行の分業体制

2023年9月26日より代表取締役 2名体制へ

経営理念

経営方針

経営戦略

資本政策・M＆A

中長期ビジョン

執行戦略

執行アクション

代表取締役会長 CEO（旧：代表取締役 社長）

米津 健一

代表取締役社長 COO（旧：営業本部 本部長）

辻村 都雄

当社の持続的な成長と更なる企業価値の向上をより強力に推進することを目的

とした異動（代表取締役の増員）。経営における協力・分担・牽制を行い、経

営状況や経営環境の変化に迅速に対応していく。

1991 年 ４月 株式会社リクルート入社

2008 年 ４月 結婚情報誌ゼクシィ事業部門 営業統括部 営業執行役員

2015 年 ４月 マリッジ＆ファミリー事業 執行役員 事業本部長

2018 年 10 月 Ｂ．ＭＡＲＫＥＴＩＮＧ株式会社 代表取締役社長

（現バスケットボール・コーポレーション株式会社）

2022 年 ４月 株式会社メイテックフィルダーズ 代表取締役社長

2023 年 ７月 当社入社 営業本部長

2023 年 ９月 当社代表取締役社長（現）

略歴

略歴

1981 年 ４月 ㈱豊田自動織機入社

1983 年 １月 ㈱ほるぷ入社

1985 年 １月 PM社（個人事業主）入社

（現㈱プロデュースメディア）

1994 年 ８月 当社設立、代表取締役社長

2022 年 ６月 ㈱リアルネットプロ取締役（現任）

2023 年 ９月 当社代表取締役会長（現任）

Appendix
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会社概要

Appendix

会社名 日本情報クリエイト株式会社

設立 1994年8月

所在地 宮崎県都城市上町13街区18号

従業員数 313名（2024年6月末時点）うち正社員 289名

事業内容 不動産事業者向け業務支援システム及びサービスを提供

経営陣 代表取締役会長 CEO 米津 健一

取締役スタッフ統括人事部長 丸田 英明

取締役スタッフ統括管理部長 瀬之口 直宏

社外取締役 山元 理

社外取締役監査等委員 三浦 洋司

社外取締役監査等委員 古瀨 智子

上場市場 東証グロース 証券コード 4054

事業所 札幌/旭川/仙台/郡山/高崎/新潟
新宿/立川/埼玉/船橋/千葉/宇都宮/横浜/町田
大阪/京都/神戸/金沢/名古屋/浜松/静岡
広島/岡山/松山/
福岡/北九州/長崎/熊本/鹿児島/宮崎（本社）

全国30拠点
(2024年6月末時点）

福岡

広島

松山 大阪

金沢

埼玉

新宿浜松

仙台

札幌

都城（本社）

旭川

郡山

高崎

新潟

船橋

千葉立川

横浜
町田

静岡

名古屋

京都

神戸

岡山

北九州

長崎

熊本

鹿児島

取締役監査等委員 宮嵜 智明

取締役事業統括事業部長 渡邉 良

代表取締役社長 COO 辻村 都雄
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当社の特徴｜不動産特化型SaaS企業、プラットフォーマーを目指す

Appendix

売上推移

30期連続増収

0.5％

国内事業所数

賃貸管理システム
導入実績

30拠点

低い解約率

No.1

２億 96百万

MRR

※2024年6月末時点※2024年6月期 実績

※2024年6月末時点

※１

※１：2020年全国賃貸管理ビジネス協会WEBアンケート調べ(2020年1月17日～2020年1
月31日、2020年2月14日～2020年2月20日)

事業概要

不動産DXを推進する
プラットフォーマーを目指す

テクノロジーを活用して不動産賃貸・売
買に関する業務ソリューションを提供

導入事業所数（累計）：5,393事業者

売上高の約73％がストック売上

※2024年6月末時点

平均月次解約率
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SaaS×不動産テック領域に一気通貫のプロダクトラインナップを提供

不動産仲介会社向け

Brokerage solutions

賃貸管理会社向け

Property management solutions

賃貸管理システム導入実績No.1※1

※1：2020年全国賃貸管理ビジネス協会
WEBアンケート調べ(2020年1月17日～
2020年1月31日、2020年2月14日～2020年
2月20日)

業者間物件共有 集客支援・追客支援 契約支援 賃貸管理支援 コミュニケーション支援

経営分析支援

不動産事業者間で行わ
れる物件情報の共有・
仕入業務をデジタル化

ホームページでの集客
支援及び大手ポータル
サイトへの掲載支援

オンラインでの不動産取引
を支援、申込み、重説から

契約までスマホで完結

入居管理、更新管理、請求管理、入
金管理、オーナー送金、修繕管理な
ど、幅広い業務をシステムで効率化

オーナーや入居者との連絡を効率化、
専用スマホアプリで適切なコミュニ

ケーションを実現、トラブル防止にも。

賃貸革命に蓄積されたデータを自動
分析し、賃貸管理状況の見える化を

実現。分析作業の効率化にも。

不動産業務フローに沿った一気通貫のソリューションを提供

無償

業者間物件共有・物件仕入 集客・追客 契約 賃貸管理 入居者･オーナー管理 経営分析

IT重説

CRM|顧客管理

無償

クリエイト賃貸住宅インデックス

賃料及び空室率に関
する指標の情報提供

サービス

オーナー向け
満室戦略レポート

自動作成ロボ

Appendix
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プラットフォームにより不動産仲介会社、賃貸管理会社向けに多彩なサービスを提供

不動産事業者と繋がる関連事業者との手続きもAPI連携(データ連携)で効率化

Appendix

経営分析

業者間共有

物件仕入

集客

契約

賃貸管理

入居者・

オーナー管理

ライフライン取次会社

不動産情報データ連携

保険会社（少額短期保険）

新電力提供会社

生活情報サービス
運営会社

電子決済事業会社

不動産ポータルサイト

家賃保証会社 ※計47社

不動産事業者 関連事業者

プラットフォーム

金融機関入出金データ連携

不動産ＤＸ

データ連携

データ連携

データ連携

データ連携

データ連携

データ連携
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成長する市場環境

Appendix

成長する不動産テック業界

7,138 

18,600 
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13,265 

15,915 

23,780 

0

5,000
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15,000

20,000

25,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（見込）

2024年度

（予測）

2025年度

（予測）

2030年度

（予測）

グラフ タイトル

消費者向けB to C領域 事業者向けB to B領域

不動産テック業界は飛躍的な市場

拡大が見込まれ、当社製品への

ニーズは今後も拡大。

市場規模：2兆3,780 億円

2030年度予測

■「2024年版不動産テック市場の実態と展望」

出所：(株)矢野経済研究所 「2024年版 不動産テック市場の実態と展望」（2024年4月）

（億円）

業者数は13万前後で安定

宅建業者数の推移

法人業者が微増、個人業者は減少。

不動産事業者の開業・廃業による

入れ替わりがあり、全体的には横

ばいで、安定した市場環境が保た

れている。

■「宅地建物取引業者数の推移（令和５年度末）」

出典：不動産適正取引推進機構 令和５年度末 宅建業者と宅地建物取引士の統計について 「宅地建物取引業者数の推移」
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103,249 103,358 104,470 105,629 106,435 107,476 108,759 110,414 112,441 
114,475 

116,169 117,781 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

個人 法人



Copyright ©2024, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

37

新規開業による

IT設備投資需要

不動産DXで業界の

労働生産性改善を図る

出典：総務省「令和４年度 ICTの経済分析に関する調査」 ※実質労働生産性（実質GDP/雇用者数）の推移を指数（2000年=100）として示したもの
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不動産業界の労働生産性は低く、

改善に向けたDX需要は今後も高

まる。当社は、業務を幅広く網

羅した一気通貫の商品ライン

ナップで業界の労働生産性改善

を支援する。

毎年6,000~7,000事業者以上が開業、

デジタルネイティブ世代の参入は

DX向上の追い風に。

Appendix

■労働生産性指数の推移

成長する市場環境

出典：不動産適正取引推進機構 令和５年度末 宅建業者と宅地建物取引士の統計について 「宅地建物取引業者数の推移」

■宅建業者数増減の推移
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Appendix

業者間ネットワーク

ホームページ作成ツール 不動産ポータルサイト出稿ツール

無償

不動産会社

集客

反響・追客

不動産特化型のHP作
成ツール。他サービ
スとのデータ連携。

CRM(顧客管理)

申込・成約

電子入居申込

関連事業者との手続き

家賃保証会社 ライフライン取次会社

データ連携

無償

仕入

入居希望者

不動産業務のデジタル化により
部屋探しから契約までスマホで完結

当社の不動産DX支援

「シームレスなデータ連携」に

よる不動産業務全体の効率化

不動産ポータルサイト
に複数物件を一括反映
、効率的な集客へ。

反響対応をデジタル
化、効率的な追客で
成約率向上。

オンラインでの内見を
含む接客システム。接
客対応の効率化。

入居申込をオンライ
ンで。入居者はスマ
ホで完結。

不動産契約をオンラ
インで。22年5月の法
改正で解禁。

Appendix
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Appendix

当社の不動産DX支援

「シームレスなデータ連携」に

よる不動産業務全体の効率化

経営分析ツール

申込・成約

賃貸管理

オーナー向け

入居者向け

金融機関保険会社

関連事業者との手続き

データ連携

経営支援

契約管理

家賃管理

オーナー

入退去管理

修繕管理

オーナーとの連絡を
スマホ上で完結。

AI分析による最適な
空室対策を提案。

入居者との連絡をス
マホ上で完結。更新
の案内もスマホで。

管理物件の収益状況
を確認。経営分析の
デジタル支援。

当社が保有・管理する膨大なデータ量
のデータベースから算出。全国の各地
域における、賃貸住宅の賃料、空室率
の推移を時系列で把握・比較すること
が可能。

家賃推移・空室率を指数化した賃貸住宅インデックス

オルタナティブデータ

Appendix
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a

a

a

低い解約率維持に向けた運用支援サポートと製品改善による長期的顧客支援

稼働・運用支援サポート体制

支援

顧客の長期的支援と低い解約率を維持

顧客満足度・信頼度が高まる 改善要望の蓄積、商品への反映

現地訪問型の
稼働支援

複雑な問題も
オンラインサポート
（画面共有）で解決

システムアドバイザー コールセンター

オンライン稼働支
援や他サービスと
の最適化を提案

カスタマーサクセス

Appendix
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本資料の取り扱いについて

（将来見通しに関する注意事項）

• 本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点における情報に基づ

いて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包

するものです。実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

• 上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等が含まれますが、これらに

限られるものではありません。

• また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等に

ついて当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。

• 当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。

• 本資料は、いかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘（以下「勧誘行為」とい

う。）を構成するものでも、勧誘行為を行うためのものでもなく、いかなる契約、義務の根拠となり得るものでもありません。

投資に関する決定はご自身の判断において行っていただくようお願い致します。



Copyright ©2024, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

42

関わる全ての人を
HAPPYに
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